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貸  借  対  照  表 

（平成２８年３月３１日現在） 

       （単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金  額 科   目 金  額 

流 動 資 産 ６９，３５１ 流 動 負 債 ３０，７１９ 

現 金 及 び 預 金  ７１５ 工 事 未 払 金 ２１，０３２ 

預 け 金 １１，７１６ リ ー ス 債 務 ７１ 

受 取 手 形 ９１３ 未 払 金 ２，９２３ 

完成工事未収入金 ４２，８８０ 未 払 法 人 税 等  １７７ 

売 掛 金 ２７０ 未 払 費 用 ７４９ 

未成工事支出金 ９，３４２ 未成工事受入金 ６３７ 

商 品 ２ 預 り 金 １３５ 

材 料 貯 蔵 品 １２９ 工事損失引当金 ２，８９６ 

関 係 会 社 株 式  ０ 完成工事補償引当金 １１ 

前 払 費 用 ３００ 賞 与 引 当 金 ２，０７５ 

繰 延 税 金 資 産  ２，０２６ そ の 他 ８ 

そ の 他 １，０５７ 固 定 負 債 ６，８８６ 

貸 倒 引 当 金 △４ 長 期 未 払 金 ７２０ 

固 定 資 産 ３８，６３９ 退職給付引当金 ３，１８４ 

 有 形 固 定 資 産 １４，２２８ 繰 延 税 金 負 債  ２，３１１ 

建 物 １０，２０２ 再評価に係る繰延税金負債 ４８７ 

構 築 物 ８５６ リ ー ス 債 務 １２９ 

機 械 及 び 装 置  ３８３ 資 産 除 去 債 務  ５３ 

車 輌 運 搬 具 ３４ 負 債 合 計     ３７，６０６ 

工具、器具及び備品 ２，０９９ 
純 資 産 の 部 

土 地 ７，６２７ 

リ ー ス 資 産 ３５４ 株 主 資 本 ６６，３０７ 

減価償却累計額 △７，４１６  資 本 金 ５，６１０ 

  建 設 仮 勘 定 ８５ 資 本 剰 余 金 １０，２１０ 

 無 形 固 定 資 産 １，３７６ 資 本 準 備 金 ４，１０４ 

ソ フ ト ウ ェ ア １，０８９ その他資本剰余金 ６,１０５ 

ソフトウェア仮勘定 １６３ 利 益 剰 余 金 ５０，４８５ 

  そ の 他 １２３ 利 益 準 備 金 ９１６ 

 投資その他の資産 ２３，０３４ その他利益剰余金 ４９，５６９ 

投 資 有 価 証 券  １４，８３５    固定資産圧縮積立金 ３３２ 

関 係 会 社 株 式  ７，２７６    別 途 積 立 金 ３３，９５０ 

関係会社長期貸付金 ９０    繰越利益剰余金 １５，２８６ 

敷金及び保証金 ５６１ 評価・換算差額等 ４，０７７ 

破産更生債権等 １０ その他有価証券評価差額金 ２，９７２ 

そ の 他 ３９５  土地再評価差額金 １，１０５ 

貸 倒 引 当 金 △１３４ 純 資 産 合 計 ７０，３８４ 

資 産 合 計 １０７，９９１ 負債・純資産合計 １０７，９９１ 

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。 
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損  益  計  算  書 

 

自 平成２７年４月 １日 

至 平成２８年３月３１日 

（単位：百万円）  

科    目 金     額 

完 成 工 事 高   １４７，７５６ 

完 成 工 事 原 価   １３５，４９７ 

完 成 工 事 総 利 益   １２，２５８ 

販売費及び一般管理費   ９，３１１ 

営 業 利 益  ２，９４７ 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 ８  

受 取 配 当 金  ５２４  

そ の 他  ７１ ６０４ 

営 業 外 費 用    

そ の 他  ５ ５ 

経 常 利 益  ３，５４６ 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益  ０  

投 資 有 価 証 券 売 却 益  １４２ １４２ 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損  １０  

固 定 資 産 除 却 損  ３０  

減 損 損 失 ８２  

会 員 権 評 価 損 １７  

事 務 所 移 転 費 用  １８  

そ の 他  ２ １６２ 

税 引 前 当 期 純 利 益  ３，５２６ 

法人税、住民税及び事業税 １，６１７  

法 人 税 等 調 整 額  △４２０ １，１９６ 

当 期 純 利 益  ２，３２９ 

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。 
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個  別  注  記  表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直 

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金……個別法による原価 法 

商     品……移動平均法による原価法 

         （収益性の低下による簿価切下げの方法） 

材 料 貯 蔵 品……移動平均法による原価法 

           （収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額 

法を採用しております。また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間で均等償却する方法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

建 物 ５～６５年 

その他 ２～５０年 

平成 19年３月 31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了し 

た翌事業年度から５年間で均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ     

く定額法を採用しております。 

 

（３）リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等については、個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 

（２）工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込 
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まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上し 

ております｡ 

 

（３）完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過去一定期間の補償実績率による算定額を計

上しております。 

 

（４）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う 

  分を計上しております。 

 

（５）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。 

 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主に１５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主に１５

年）による定額法により費用処理しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

（１）完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上基準は、事業年度末日までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その

他の工事契約については工事完成基準を適用しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  （１）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

     （２）連結納税制度の適用 

         連結納税制度を適用しております。 

 

  （表示方法の変更） 

    （損益計算書関係） 

     前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「不動産賃貸料」及び「営業外

費用」の「不動産賃貸費用」は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外収益」の「そ

の他」、「営業外費用」の「その他」にそれぞれ含めて表示しております。 

 

 

 



- 5 - 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．保証債務 

従業員の住宅ローンに対して、債務の保証を行っております。 

     １６１百万円 

 

    ２．親会社株式 

    流動資産（関係会社株式）            ０百万円 

 

３．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権             １２，２７０百万円 

短期金銭債務               ９，３１３百万円  

     長期金銭債務                  ９０百万円 

 

４．土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成 10年３月 31日公布法律第 34号 最終改正平成 13年６月

29日）に基づき、事業用の土地の再評価を行っております。なお、評価差額については再評価

に係る繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。 

 

（１）再評価の方法    

株式会社東電通との合併により取込んだ土地については、土地の再評価に関する法律施行令

（平成 10年３月 31日公布政令第 119号）第２条第 1項に定める地価公示法（昭和 44年法律第

49 号）第６条に規定する標準地について同条の規定により公示された価格に合理的な調整を行

って算定する方法によっております。 

 

（２）土地の再評価を行った年月日                  平成 12年３月 31日 

 

（３）再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

              ４６９百万円 

 

  ５．工事損失引当金に係る未成工事支出金 

       損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両

建てで表示しております。 

     工事損失引当金に対応する未成工事支出金額          ２，８７４百万円 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

  １．工事進行基準による完成工事高                 ８，９２７百万円 

 

  ２．売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額           ２，６７３百万円 

 

  ３．一般管理費に含まれている研究開発費の総額             １１０百万円 

 

４．関係会社との取引高 

完 成 工 事 高 ３２１百万円 

完 成 工 事 原 価 ５５，４１９百万円 

販売費及び一般管理費 １，２５１百万円 

営業取引以外の取引高 ２７９百万円 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：百万円） 

繰 延 税 金 資 産   

退 職 給 付 引 当 金 ９７４  

工 事 損 失 引 当 金  ８９３  

賞 与 引 当 金 ６６４  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２４３  

長 期 未 払 金 ２２２  

未 払 金 ２０２  

関 係 会 社 株 式 評 価 損  １１７  

会 員 権 評 価 損 １０５  

未 払 社 会 保 険 料 １０１  

そ      の      他 ３２５  

繰 延 税 金 資 産 小 計 ３，８５０  

  評   価   性   引   当   額 △６０１  

繰 延 税 金 資 産 合 計 ３，２４８  

繰 延 税 金 負 債   

退職給付信託設定益・解約益 ２，０９４  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 １，２６３  

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 １４６  

そ の 他 ２８  

繰 延 税 金 負 債 合 計 ３，５３３  

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 △２８５  

 

    上記のほか、土地の再評価に係る繰延税金負債は以下のとおりであります。 

     再評価に係る繰延税金負債                  ４８７ 

 

  ２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

    「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成 28年３

月 29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成 28 年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の

32.3％から回収又は支払が見込まれる期間が平成 28年４月１日から平成30年３月 31日までのも

のは 30.9％、平成 30年４月１日以降のものについては 30.6％にそれぞれ変更しております。 

    その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が 34百万円減少し、当

事業年度に計上された法人税等調整額が 36百万円、その他有価証券評価差額金が 70百万円、そ

れぞれ増加しております。 

    また、再評価に係る繰延税金負債は 27百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しておりま

す。 

 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、工事用車輛・事務用電子計算機及びその周辺機器等の一部

については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

１． 親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
株式会社ミライト・

ホールディングス 

被所有 

直接 100.0% 

資金の貸借 

経営指導の

委託 

役員の兼任 

資金の預け入れ 13,873 預け金 11,716 

（注）１．貸付金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。  

２．資金の貸付については、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であり、  

         取引金額については期中平均残高を記載しております。 

 

２． 子会社及び関連会社 

（単位：百万円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
株式会社エムズフロ

ンティア 

所有 

直接 72.4% 
外注先 

電気通信設備工

事の発注 
13,994 工事未払金 1,873 

子会社 
東電通アクセス株式

会社 

所有 

直接 100.0% 
外注先 

電気通信設備工

事の発注 
8,989 工事未払金 1,223 

子会社 
大明ネットワーク株

式会社 

所有 

直接 100.0% 
外注先 

電気通信設備工

事の発注 
5,296 工事未払金 1,162 

（注）１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     電気通信設備工事の発注については、当社の請負金額及び子会社から提示された見積価 

格を検討した上で決定しております。  

        

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 １，７１２円０１銭 

 

２．１株当たり当期純利益 ５６円６６銭 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

連結計算書類に記載しております。 

 

 

（その他の注記） 

    １．減損損失に関する注記 

       連結計算書類に記載しております。 

 

    ２．資産除去債務関係 

       連結計算書類に記載しております。 
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